
①③若年求職者・労働者

①③非正規雇用労働者

①③女性、高齢者、外国人求職者・労働者

①③UIJターン・移住者

①多様な産業人材の育成・確保・定着
②③生産性向上等による企業成長
※いずれもフードビジネス関連産業

総括表

(1)人口：約103万人（生産年齢人口53.43％ （R5比-0.11％） 、高齢者人口34.04％（R5比+0.31％））
(2)主要産業構成：農林水産業（就業者数9.5％）、食料品製造業（就業者数3.7％）、宿泊・飲食サービス業（5.4％）
(3)経済状況：県内総生産３兆6,337億円（R3年度、前年度比+2.2％）、農業算出額3,720億円（R5年、前年比+6.1％）
(4)雇用情勢：有効求人倍率1.31倍（R6年11月、前年比-0.06％）、正社員有効求人倍率1.16倍（R6年11月、前年比-0.01％）
(5)総合戦略等で重点的に取り組んでいる産業対策・雇用施策
令和5～8年度の４年間に重点的・優先的に取り組む「アクションプラン」を策定（R5.6）。本プランに基づき、「人材育成・活躍」や「力強い産業の創出・地域経
済の活性化」等、５つの重点プログラムに取り組んでいる。合わせて、「みやざきフードビジネス振興構想」を策定（R5.6改定）。同構想に基づき、フードビジネス
の振興に取り組んでいる。 ※ 「宮崎県総合計画2023」は「長期ビジョン（R4.9策定）」と「アクションプラン」で構成

宮崎県概要

地域における課題と現状

課題

＜企業・事業主＞ ＜求職者・労働者＞

①②③成長が期待される企業への課題解決支援（生産性向上、労働環境改善、人材育成・確保・定着・新分野参入支援等） （A）

①就職等に有効なスキルの習得支援（B） ①②きめ細やかな就職支援・労働相談対応（BC）

必要な支援策
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①フードビジネス関連産業の発展のための多様な産業人財の育成・確保・定着（喫緊の課題）

②フードビジネス関連産業の発展のための魅力ある雇用の場の創出（喫緊の課題）

③人口・労働力減少下における持続的なフードビジネス関連産業の発展（長期的な課題）



継続と革新による持続可能なフードビ
ジネス関連産業の発展と雇用の場創出

事業テーマ

【事業規模】
事業費：7.2億円（①2.4億円、②2.4億円、③2.4億円）

【事業効果】
雇用創出：947人（①299人、②314人、③334人）

事業規模・事業効果

①成長意欲の高いフードビジネス関連企業に対
する課題解決支援（コーディネーターによる経
営・人材戦略策定等に係る伴走支援等）
②新分野参入（医療関連機器産業）に係る支援
③外国人材の確保・定着に係る支援
④宿泊事業者の人材確保・定着に係る支援
⑤農業分野の人材確保・定着に係る支援
⑥人材育成に係る支援（マネジメント層育成の
ための職階別講座)
❶働きやすい職場環境づくりに向けた支援
❷テーマ別連続講座の開催

A：企業・事業主向け

①様々な業種に共通して求められるビジネス
スキル習得のための連続講座・セミナー開催
❶産業DX人材の育成
❷インターンシップ参加の推進
❸女性、高齢者、外国人向け労働相談対応
❹就労体験支援

B：求職者・労働者向け

①県外在住者向けオンライン就職説明会
②宿泊業就職面談会
❶県内就職説明会
❷就職情報の発信
❸女性、高齢者、外国人向けマッチング支援
❹UIJターンによる県内就職希望者への支援

C：就職促進

・地元農産物を加工し、付加価値を向上させて国内外に販売することにより、生産者は
もとより地域振興に貢献したい。（県内食品加工業者）
・各産業分野の魅力向上のためには稼ぐことが重要。まずは新産業の創出と地域経済の
活性化に資する取組が必要。（宮崎県総合計画審議会委員）
・県内求職者の就職促進、若手の早期離職抑制と県内定着は、喫緊の課題。これまでの
各種施策の実効性、課題等を統括し、本事業以外の人材確保・育成等に関する施策と
の必要に応じた統合・連携、横展開等を通じた総合的施策の展開を求める。（一般社
団法人宮崎県工業会）
・県内の短期大学・専門学校には宿泊業への就職を目指す学科がある一方、県外や他産
業に流出傾向にあり、危機感を感じている。（宮崎県ホテル旅館生活衛生同業組合）
・将来的に外国人材に頼らざるを得ない状況がくる中、賃金が高い都市部に流出しない
よう、県内に定着する取組が必要。（産業人財育成プラットフォーム）
・自社が持つ技術（商品包装・パッケージ、産業用機械の製造等）を生かして、安定的
な需要や高い収益が見込まれ、企業価値を高めることのできる医療関連機器分野に進
出したい。（県内食品製造会社）

地域の関係者からの意見・要望・提案等

フードビジネス関連産業

戦略的雇用創造分野

宮崎労働局・
ハローワーク宮崎

・求人の充足支援
・職業相談、職業紹介、職業訓練
（A①,②,③,B❸,C①,②,❶,❷,❸,❹）
・えるぼし・くるみん認定
・雇用・労働条件関係助成金

＜連携できる主な支援＞

【産】
宮崎県商工会議所連合会、宮崎県商工会連合会、
宮崎県中小企業団体中央会、宮崎県工業会、

宮崎県農業協同組合中央会、宮崎県産業振興機構

【学】
宮崎大学、宮崎産業経営大学

・キャリア教育の推進
・高大連携
・地域や地元企業との連携
（A①,B❷）
・県内企業との共同研究等(A①)

＜連携できる主な支援＞
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○地プロ事業

●県単独事業

＜連携できる主な支援＞
・企業見学やインターンシップ等の積極的な受入（B①,❷）
・加盟企業に対する人材育成事業参画の呼びかけ
（A①,③,❷,B①,❶）
・人材育成プログラムの実施・提供（A①,③,❷,B①,❶）

産業人財育成プラットフォーム・企業成長推進プラットフォーム・イノベーション共創プラットフォーム

【金】
宮崎銀行、宮崎太陽銀行、
宮崎県信用金庫協会

・人材育成プログラムの実施
（A①,③,B①,❶）

【労】
日本労働組合総連合会

宮崎県連合会

・働きやすい職場環境改
善に向けた連携（A❶）

＜連携できる主な支援＞＜連携できる主な支援＞

フードビジネス関連産業の発展による雇用創出促進事業


